
令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02020 林業施設維持管理事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 農山漁村の振興 内線番号 2373
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 01 林業総務費  根拠法令・条例等 地方自治法第２４４条の２（指定管理）

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　市民に森林を利用したレクリエーションの場を提供し市民の健康増進を図るため、維持管理を行う。
　指定管理施設・・・黒石岳森林公園、丸岡公園バンガロー施設、溝辺竹子集会センター
　直営施設・・・川原加工貯蔵施設、多目的研修集会所（川原、塚脇、清水）、松ヶ野地区林業集会施設、林構事業機械保管倉庫（鐘突）、福山
であいの森、そよかぜ橋

　直営施設は、適宜施設の修繕を行い施設の維持管理を行う。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

林業施設維持管理費（委託料） 千円ア 6,020 6,031 7,431 6,032 6,032
〃（修繕料） 千円イ 1,470 500 413 500 500
〃（保険料） 千円ウ 139 137 141 141 141

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,813 123,639 124,112 124,330 123,913
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
森林を利用したレクリエーションの場を享
受し、健康増進が図られる

利用者アンケートで満足・やや満足と答えた
割合 ％ア 100 100 100 100 100

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　計画的な改修や維持管理により、農地や農道、水路などの保全に努めるとともに、有害鳥獣被害の抑制や耕作放棄地の解消及び利活用、さらに
、地域資源を生かした農業体験や農家民泊などのグリーン・ツーリズムを推進することにより、農村の活性化を図ります。
　また、山村地域の環境保全の観点から再造林を推進し、森林資源の循環利用により、山村地域の経済の好循環を図るとともに、漁村地域におい
ても、特性を生かした活力ある地域づくりを展開します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

施設の老朽化が進んでいるが、修繕等を実施することにより、市民が安

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0全に利用できる環境を整える。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 20 20 24 23 20
一 般 財 源 千円 8,072 7,104 8,460 7,766 8,705

事業費 千円 8,092 7,124 8,484 7,789 8,725

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

林業施設の維持管理（光熱水費75千円、修繕料413千円、保険料141千円 一部の施設を指定管理委託することで、経費の抑制、サービスの向上が
、委託料7,431千円、備品購入費426千円） 図られた。また、林業施設の維持管理を行うことで、林産物加工の促進

に繋がった。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02020 林業施設維持管理事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
林業施設については市の所有であり、施設に関わる維持管理（光熱水

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
費、修繕料及び保険料）を市で行う。施設の維持管理について、自然
災害、施設の老朽化への対応等を行う必要がある。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
施設の老朽化が進んでいるが、修繕等を実施することにより、市民が安全に利用できる環境を整える。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

施設の老朽化により、修繕が必要な箇所が増加傾向にあるが、市民が施設を安全に使用できるよう維持管理を
適切に行う。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02020 林業施設維持管理事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                487                909                575

消 耗 品 費                  0                 66                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                 74                 80                 75
修 繕 料                413                763                500
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                141                148                150
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                141                148                150

１３ 委 託 料              7,431              6,032              8,000
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                425                700                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             8,484              7,789              8,725計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                 24                 23                 20

一 般 財 源              8,460              7,766              8,705
計              8,484              7,789              8,725

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       7,124
その他 川原地区加工貯蔵施設使用料補正予算           24       1,797

補正第１号            0       1,797
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0        -305
予算合計            0       8,616

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計           24
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02021 飲雑用水施設管理事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 快適生活の基盤づくりの推進 グループ 森林土木グループ

予
算
科
目

基本事業名 004 安全で良質な水の安定供給 内線番号 2361
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 01 林業総務費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　霧島市飲雑用水施設設置管理規定に掲げる、国分地区の市で整備を行った水道施設は、各地区の水道組合と管理委託契約を締結して、飲用水の
供給を行っている。また、近年、施設の老朽化や異常気象に起因した施設災害が多く発生しており、これらの対応を水道組合と連携しながら、地
域へ安心・安全な飲用水の確保に繋げている。
　令和2年度から朴木・木場深迫地区を牧之原地区簡易水道区域に編入するために必要な、水道事業に適合する施設整備（補助事業）に着手し、
木場・深迫地区の給配水管、配水池の設計及び配水管の工事を実施した。今後も上下水道部と連携しながら計画的に事業を進める。

・令和3年度からの繰越分（87,849,000円）

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

国分地区の飲雑用水施設の箇所数 箇所ア 20 20 20 20 20
朴木・木場深迫地区の水道受給世帯数 世帯イ 82 82 82 82 82

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

国分地区の飲雑用水施設 国分地区の飲雑用水施設の箇所数箇所ア 20 20 20 20 20
朴木・木場深迫地区の水道施設朴木・木場深迫地区の給水施設の箇所数箇所イ 82 82 82 82 82

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
安心・安全な給水施設に維持する水道受給者からの要望・苦情の件数件数ア 4 5 5 5 5
水道事業に適合した給水施設に改修する 改修した給水施設の箇所数 箇所イ 27 55 0 17 38

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　水需要の減少、老朽施設の増加に伴う更新需要の増大、地震などの自然災害への対応を図るため、「安全」、「強靭」、「持続」の3つの観点
から、「安全でおいしい水を供給する水道」、「自然災害や事故等による被害を最小限にとどめ、迅速に復旧できる水道」、「健全かつ安定的な
事業運営が可能な水道」を目指します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

本事務事業は、効果的・効率的に実施していることから、新たに取り組

事
業
費

国庫支出金 千円 14,070 99,696 71,602 90,628 72,140むべき課題はありません。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 25,498 161,900 61,900 151,500 120,200
そ の 他 千円 1,502 10,483 5,400 8,300 0
一 般 財 源 千円 3 58 △34,459 92 6,362

事業費 千円 41,073 272,137 104,443 250,520 198,702

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

牧之原地区簡易水道事業区域事業 木場深迫地区の配水池築造工事や送配水管布設工事を行い、また、朴木
　給水管布設実施設計業務委託　　 3,599,200円 地区の給水管の設計を行い、工事発注に必要な設計書を作成した。
　木場深迫配水池築造工事　　　　33,336,000円
　区域拡張送配水管布設工事　　　54,513,000円
　新木場深迫配水池外構工事　　　 2,923,558円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02021 飲雑用水施設管理事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
住民が生活する上で、安心・安全な飲用水を確保することは重要なこ

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
とであり、この給水施設を適正に維持管理することは当然のことであ
る。また、小規模な飲雑用水施設を水道事業（簡易水道事業）に編入

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 するため、施設整備事業を計画的に実施することも必要不可欠なもの
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 である。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
本事務事業は、効果的・効率的に実施していることから、新たに取り組むべき課題はありません。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　令和２年度から着手している、牧之原地区簡易水道区域拡張事業を計画的に行うため、上下水道部及び関係
水道組合との連絡調整を適期に行う。
　・道路管理者との占用協議
　・水道受給者との給水管接続協議（３）令和 6年度の方向性
　・補助事業の事務処理（国・県）　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02021 飲雑用水施設管理事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                716                600                715

消 耗 品 費                216                215                215
燃 料 費                500                385                500
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                128                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                128                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              4,783              5,500                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                433                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費             97,824            244,420            197,987
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                210                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                349                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

           104,443            250,520            198,702計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金             71,602             90,628             72,140
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債             61,900            151,500            120,200
そ の 他              5,400              8,300                  0

一 般 財 源            -34,459                 92              6,362
計            104,443            250,520            198,702

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額     272,137
国庫支出金 簡易水道等施設整備事業費補正予算       71,602           0
地方債 合併特例債       61,900           0
その他 特定建設事業基金繰入金        5,400           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0         306
予算合計            0     272,443

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計      138,902
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02022 しいたけ生産組織育成事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2373
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和48年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 林業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　近年、生産者の減少や高齢化により、乾、生しいたけともに生産量は減少傾向にあり、霧島市のしいたけ産業の振興を図るため、しいたけ原木
の安定供給と乾しいたけ系統共販体制を確立する。
　また、しいたけの安定供給による良質・安全な食品等に対する市民の期待に応えながら、会員相互の連絡調整と技術の向上を図るために助成を
する。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

しいたけ生産振興会補助団体数（本部・支部） 団体ア 4 4 3 3 3
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

しいたけ生産振興会員 しいたけ振興会員数 人ア 26 26 18 18 18
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

しいたけ生産量を増大させる。乾しいたけ生産量 Kgア 24,924 25,500 24,446 25,500 25,500
しいたけ生産量を増大させる。生しいたけ生産量 Kgイ 196,878 200,000 193,352 200,000 200,000

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

椎茸振興会会員の高齢化や減少が着実に進んでいるため、新規会員の加

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0入・後継者育成に向け支援を継続する。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 55 55 55 50 50

事業費 千円 55 55 55 50 50

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

霧島市椎茸振興会運営費補助金（55,000円） 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、今年度も活動が制限され
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、振興会の活動も縮小せざ たが、霧島市椎茸振興会の各種事業を通じて、しいたけ産業の振興が図
るを得ない状況であったが、各支部において椎茸菌活着調査や研修等が られた。
実施された。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02022 しいたけ生産組織育成事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
県内有数のしいたけ生産地である霧島市において、その生産者で組織

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
する椎茸振興会は、研修等の活動を行うことにより、生産性の向上に
努めてきた。しかしながら、しいたけ生産者の高齢化が進む中で、今

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 後は後継者を育成する必要もあり、しいたけ産業の振興と組織力強化
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 を図るためにも、継続して支援を行う。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
椎茸振興会会員の高齢化や減少が着実に進んでいるため、新規会員の加入・後継者育成に向け支援を継続する
。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

しいたけ産業の振興及び組織力強化を図るため、今後も継続して支援を行う。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02022 しいたけ生産組織育成事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                 55                 50                 50
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                55                 50                 50計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 55                 50                 50
計                 55                 50                 50

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額          55
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0          55

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02023 林業就労改善推進活動支援事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産Ｇ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2373
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成 3年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 林業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　林業従事者の林業退職金共済制度加入に要する掛け金の一部を助成し、当該制度への加入を促進することにより、林業従事者の就労条件を改善
し、就労の長期安定化を図る。また、林業従事者の社会保険制度加入に要する掛け金の一部を助成し、当該制度への加入を促進することにより、
福利厚生の充実、技術、技能の向上及び労働安全衛生の充実を図る。

【林業退職金共済加入促進事業補助金】
　森林組合が雇用する林業従事者のうち、年間150日以上就労した者に対し、林業退職者共済制度等への加入に要する経費の一部を助成する。
【社会保険制度等加入事業補助金】
　森林組合が雇用する60歳以下の林業従事者のうち、年間180日以上就労した者で、社会保険制度（厚生年金、健康保険、雇用保険）のすべてに
加入した者に対して、経費の一部を助成する。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金額 千円ア 4,022 4,945 4,758 5,110 0
交付対象者 人イ 44 44 44 46 0

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

林業従事者 林業従事者数 人ア 58 67 69 67 0
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

就労条件が改善される 社会保険等加入対象従事者 人ア 20 22 23 24 0
就労条件が改善される 退職金制度加入対象従事者 人イ 20 22 25 24 0

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　本事務事業は、林業従事者の就労改善を図るための最低限の補助金交

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0付事務であるため、改革改善のために新たに取り組むべき課題はない。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 4,021 5,110 4,758 0 0

事業費 千円 4,021 5,110 4,758 0 0

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

林業退職金共済加入促進事業補助金　 　25人 林業労働力の確保、就労の安定化及び福利厚生の充実等が図られた。
社会保険制度等加入事業補助金　　　　 23人

※令和４年度で事業を廃止し、令和５年度から担い手確保・育成事業（
森林環境譲与税）に組替え。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02023 林業就労改善推進活動支援事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
林業の採算性は他産業に比べて厳しい状況のなか、今後も継続して支

ＣＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
援することで、林業従事者の就労条件が改善され、林業労働力の安定
確保に繋がる。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 ※令和４年度で事業を廃止し、令和５年度から担い手確保・育成事業
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 （森林環境譲与税）に組替え。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
「林業労働力の確保の促進に関する法律」第５条に基づき、雇用の改善や事業の合理化に関する改善計画を作
成して県知事の認定を受けた団体（認定林業事業体）について、新規就業者の雇用や就業後の定着・技術向上
に繋がる取組みに対し、一体的な支援行う。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
※令和４年度で事業を廃止し、令和５年度から担い手確保・育成事業（森林環境譲与税）に組替え。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　認定林業事業体において、新規就業者の雇用や就業後の定着・技術向上を支援し、また、高性能林業機械を
扱うオペレーターの育成も図りたい。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02023 林業就労改善推進活動支援事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              4,758                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             4,758                  0                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              4,758                  0                  0
計              4,758                  0                  0

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       5,110
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       5,110

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02024 特用林産物推進対策事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 生産基盤の整備 内線番号 2373
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成25年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 林業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　霧島市は、しいたけ、センリョウ、たけのこなど、県内でも有数の特用林産物の生産地であり、特産品として山村地域の活性化や「観光霧島」
の発展に貢献している。　しかしながら、現在、特用林産物の生産を取り巻く環境は、生産者の高齢化、安価な外国産の輸入、生産様式等の変化
に伴う需要の減少など厳しい状況にある。
　今後、生産量の維持・向上を図るために、生産体制の効率化、生産基盤の整備に対し助成する。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助団体・事業体数 団体（事業体）ア 2 2 2 2 2
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

しいたけ振興会加入者 会員数 人ア 26 26 18 18 18
竹林整備・生産事業体 事業体数 事業体イ 1 1 1 1 1

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

しいたけ生産量を増大させる 乾しいたけ生産量 Kgア 24,924 25,500 24,446 25,500 25,500
竹林整備を進める 事業量 haイ 1 1 0.92 1 1

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、施設の持続的な保全管理を行うとともに、力強い農業を支える農業生産基盤の整備に取り組みます。
　林業については、木材生産コストの低減による生産量の増大を図るため、高性能林業機械の導入促進や林道等の路網整備を図るとともに、特用
林産物の生産基盤の更なる整備を進めます。
　水産業については、水産資源の育成を図るとともに、「育てる漁業」への転換を進め、漁港や漁場の整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　しいたけほだ場の整備及びほだ木伐採に使用する刈払機とチェーンソ

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0ー購入及び竹材生産林の整備に係る経費助成の要望があったことから、
生産基盤整備に対する支援を行い、生産量の維持・向上を図る。 県 支 出 金 千円 672 606 672 550 300

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 672 606 392 550 300

事業費 千円 1,344 1,212 1,064 1,100 600

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

事業主体：牧園町椎茸振興会 しいたけの生産性向上及びたけのこ・竹材生産林の整備が進んだ。
事業内容：特用林産物の魅力ある産地づくり事業補助（ほだ木等運搬車
）　546,000円

事業主体：夢竺山（株）
事業内容：かごしまの竹と生きる産地づくり事業補助（伐竹及び集材に
よる竹林改良）　898,000円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02024 特用林産物推進対策事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
特用林産物の生産規模は零細で分散化し、効率的な生産のための施設

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
整備も不十分であることから、生産基盤の更なる整備のために本事業
は必要である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　しいたけほだ場の整備及びほだ木伐採に使用する刈払機とチェーンソー購入及び竹材生産林の整備に係る経
費助成の要望があったことから、生産基盤整備に対する支援を行い、生産量の維持・向上を図る。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　特用林産物の生産拡大のために必要な生産基盤整備や、機器購入等の要望があれば、本事務事業により生産
基盤等の整備を推進する。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02024 特用林産物推進対策事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,064              1,100                600
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,064              1,100                600計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                672                550                300
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                392                550                300
計              1,064              1,100                600

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,212
県支出金 かごしま竹の郷創生事業費補正予算          429           0
県支出金 特用林産物の産地づくり推進事業費          243           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,212

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          672
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02026 松くい虫防除事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 001 人と自然が共生し快適で良好な生活環境の形成 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 自然環境の保全 内線番号 ２３７２
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和52年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 林業振興費  根拠法令・条例等 森林病害虫等防除法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　霧島市内景勝地のレクリエーションの場に欠かすことのできない公益的機能の高い松林について、対象木747本に対し計画的に数年に分け冬期
間に健康な松の樹幹に小孔をあけて薬剤を注入し、松くい虫被害を防止する。
　また、国分広瀬地区の松林については、有害虫（マツカレハ）対策として、４～６月にかけて、被害状況に応じて薬剤散布を実施する。
※委託業者：森林組合（３社）

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

景勝松林樹幹注入本数 本ア 110 114 111 115 114
特別伐倒駆除（令和４年度から休止） ｍ３イ 50 50 0 0 0

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

景勝松林 景勝松対象松 本ア 747 747 747 747 747
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

病害虫から守る 樹幹注入本数／景勝松対象松 ％ア 14.70 15.30 14.86 15.30 15.30
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　森林が持つ水源かん養、二酸化炭素の吸収・固定、土砂災害の防止などの多面的な機能を維持・増進するため、森林を適切に管理するとともに
、霧島市天降川等河川環境保全条例や関係法令等に基づき、錦江湾や河川等の水辺の自然を保全します。
　また、各種事業の実施に当たっては、計画段階において、自然環境に与える影響を予測・回避し、自然環境の保全に努めます。
　さらに、自然保護に関する各種行事や環境学習等を通して、市民や事業者の自然保護意識の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　新しい薬剤の開発等で事業の効率性の向上や費用の削減が図れるよう

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0な場合には、積極的に活用していく。
県 支 出 金 千円 1,025 1,482 572 0 1,416
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 217 244 308 252 300
一 般 財 源 千円 1,078 1,186 625 2,491 1,490

事業費 千円 2,320 2,912 1,505 2,743 3,206

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

・景勝林樹幹注入事業 景勝松対象松について、樹幹注入を実施し、松くい虫被害を未然に防止
　国分海浜公園（５９本）、乗馬クラブほか（１２本）、霧島神宮参道 できた。
（４０本） また、国分広瀬地区では、マツカレハ対策の薬剤散布を実施することで
・マツカレハ対策薬剤散布事業 被害防止を図った。
　国分広瀬地区
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02026 松くい虫防除事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
霧島市内景勝地のレクリエーションに欠かすことのできない公益的機

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
能の高い松林の保護については、市の責務である。また、事業の廃止
や縮小を行った場合、市有松林が原因となる民有松林への被害も考え

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 られる等、影響は大きい。また、事業費については、県補助金や自己
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 負担（霧島神宮）を活用しており、一般財源の削減に努めている。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　新しい薬剤の開発等で事業の効率性の向上や費用の削減が図れるような場合には、積極的に活用していく。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　従来どおり、施業業者や薬剤会社等の専門家と連携を図りながら、霧島市内景勝地のレクリエーションの場
に欠かすことのできない公益的機能の高い松林の保護を図っていく。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02026 松くい虫防除事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              1,505              2,743              3,206
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,505              2,743              3,206計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                572                  0              1,416
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                308                252                300

一 般 財 源                625              2,491              1,490
計              1,505              2,743              3,206

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       2,912
県支出金 松くい虫被害対策事業費補正予算          572           0
その他 松くい虫防除事業霧島神宮補償費          308           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       2,912

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          880
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02027 みどりの少年団育成事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 001 人と自然が共生し快適で良好な生活環境の形成 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 005 環境保全意識の向上 内線番号 2371
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和44年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 林業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　次代を担う少年少女が「緑を愛し」「緑を守り」「緑を育てる心を養う」ことを通じて、人間性豊かな健康的で明るい社会人として育っていく
ことを目的として活動している。市からの助成等により、みどりの少年団の育成と健全な発展を図っている。
霧島市には市内４つの小学校にみどりの少年団が存在する。
竹子緑の少年団（23名）　　　　竹子小学校
安良緑の少年団（21名）　　　　安良小学校
霧島山緑の少年団（13名） 　　 三体小学校
霧島小緑の少年団（6名）　　　 霧島小学校
少年団の主な活動としては、みどりの感謝祭や地区交流会などの森林体験学習のほか、地区植樹祭への参加や街頭募金活動を行っている。
※令和５年度で担い手確保・育成事業（森林環境譲与税）に統合

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

みどりの感謝祭開催 回ア 0 1 0 1 1
活動発表大会及び交流集会 回イ 1 1 1 1 1

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

みどりの少年団（４団体） みどりの少年団員 人ア 80 80 63 80 80
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
活動を通じて森林の持つ役割を市民に伝え
理解を得る

緑化活動へ参加した団員延べ参加数人ア 594 700 660 700 700
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　環境学習の事例集やプログラム等の作成を通じ、学校における環境学習の基盤を整備するとともに、霧島市環境美化・河川環境保全推進員等と
連携し、環境問題に関する知識を持った人材（環境学習ボランティア）の発掘・育成に努め、社会教育や学校教育の場において積極的に活用しま
す。
　また、アダプト制度や環境イベントの開催等を通じて、NPO等の活動の場を提供するとともに、環境保全活動の内容を広く紹介することにより
、市民の関心と理解を深めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　児童数の減少と教育の多様化に伴い、緑の少年団の活動を支える育成

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0会での金銭的負担が増大しているため、活動資金に対して補助金助成等
の支援を継続する必要がある。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 46 46 46 0 0

事業費 千円 46 46 46 0 0

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

緑の少年団補助金（23,000円×2少年団） 天候不良によりみどりの感謝祭は中止となったが、それぞれの少年団が
・緑の少年団募金活動等を実施。 可能な範囲で緑化活動等を実施し、次代を担う子どもたちの健やかな成
・鹿児島県緑の少年団活動発表大会において、竹子緑の少年団が優秀賞 長が図られた。
を受賞
・鹿児島県学校環境緑化コンクールで安良緑の少年団が知事賞を受賞
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02027 みどりの少年団育成事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
※森林環境譲与税税事業の見直しにより、令和５年度で担い手確保・

ＣＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
育成事業（森林環境譲与税）に統合し、本事業を廃止する。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　児童数の減少と教育の多様化に伴い、緑の少年団の活動を支える育成会での金銭的負担が増大しているため
、活動資金に対して補助金助成等の支援を継続する必要がある。

※令和５年度で担い手確保・育成事業（森林環境譲与税）に統合。（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　児童数の減少と教育の多様化に伴い、緑の少年団の活動を支える育成会での金銭的負担が増大しているため
、活動資金に対して補助金助成等の支援を継続する必要がある。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 農林水産部事務事業 事務02027 みどりの少年団育成事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                 46                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                46                  0                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 46                  0                  0
計                 46                  0                  0

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額          46
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0          46

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02028 林道等維持管理事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 森林土木グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 生産基盤の整備 内線番号 2361
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 林道事業費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　市が管理する林道等の機能保全及び通行の安全を図ることにより、森林整備の推進や木材搬出経費等の軽減に繋げる。
　維持管理については、林道パトロール（点検）の実施や利用者からの意見・要望を踏まえ、修繕工事や定期的な除草作業を行う。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

林道等の修繕箇所数 箇所ア 14 20 10 20 20
林道草払い委託延長 ｍイ 108,422 112,000 109,917 112,000 112,000
林道保守点検 路線ウ 93 93 94 94 94

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市が管理する林道 市が管理する林道の路線数 路線ア 93 93 94 94 94
霧島市が管理する林道 市が管理する林道延長 ｍイ 179,887 179,887 179,663 179,711 179,711

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

適切に管理する 林道利用に関する苦情 件ア 12 25 30 25 25
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、施設の持続的な保全管理を行うとともに、力強い農業を支える農業生産基盤の整備に取り組みます。
　林業については、木材生産コストの低減による生産量の増大を図るため、高性能林業機械の導入促進や林道等の路網整備を図るとともに、特用
林産物の生産基盤の更なる整備を進めます。
　水産業については、水産資源の育成を図るとともに、「育てる漁業」への転換を進め、漁港や漁場の整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　本事務事業としては、これまで効果的・効率的に実施していることか

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0ら、新たに取り組むべき課題はありません。
県 支 出 金 千円 1,283 2,800 2,500 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 1,235 9,100 0 0 0
一 般 財 源 千円 15,949 14,281 22,192 10,770 10,770

事業費 千円 18,467 26,181 24,692 10,770 10,770

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　林道等の修繕箇所数　10箇所 　林道パトロールの実施や地域からの要望を基に、路面等の修繕、草払
　林道草払い委託　109,917ｍ いを行ったことで、林道利用者の安全確保が図られた。
　保守点検を行った路線数　94路線
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02028 林道等維持管理事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
林道は、市が管理する公共施設であり、森林管理及び生活道路を兼ね

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
た機能を維持することや利用者が安全に通行できるように継続して行
う事務事業である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　本事務事業としては、これまで効果的・効率的に実施していることから、新たに取り組むべき課題はありま
せん。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　損傷箇所を把握するために、定期的な林道パトロールを実施する。
　地域まちづくり計画で要望のあった内容を精査した上で、可能な限り必要な対策を講じる。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02028 林道等維持管理事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費              4,046                270                270

消 耗 品 費                 68                 72                 72
燃 料 費                  0                198                198
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料              3,978                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              7,411             10,500             10,500
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料              1,946                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費             11,028                  0                  0
１６ 原 材 料 費                261                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            24,692             10,770             10,770計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金              2,500                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             22,192             10,770             10,770
計             24,692             10,770             10,770

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      26,181
県支出金 農山漁村地域整備交付金　農産漁村地域整備交付補正予算        2,500        -869

補正第１５号            0        -869
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0          -3
予算合計            0      25,309

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        2,500
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02029 林道整備事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 森林土木グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 生産基盤の整備 内線番号 2361
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 林道事業費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　森林は、木材生産機能をはじめとして、国土の保全、大気浄化、水源の涵養等の多面的機能があり、その機能を十分に発揮させるために林道整
備（路網）を計画的に行い、森林整備の促進を図る必要がある。また、林道は、林産物の搬出コスト低減や地域住民の生活環境の改善など、地域
社会の振興に大きな役割を果している。

・令和3年からの繰越分（4,600,000円）

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

林道整備（工事）の延長 ｍア 730 530 670 290 30
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市が管理する林道 市が管理する林道延長 ｍア 179,887 179,887 179,663 179,711 179,711
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

林道を整備（工事）する 林道整備（工事）の延長 ｍア 730 530 670 530 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、施設の持続的な保全管理を行うとともに、力強い農業を支える農業生産基盤の整備に取り組みます。
　林業については、木材生産コストの低減による生産量の増大を図るため、高性能林業機械の導入促進や林道等の路網整備を図るとともに、特用
林産物の生産基盤の更なる整備を進めます。
　水産業については、水産資源の育成を図るとともに、「育てる漁業」への転換を進め、漁港や漁場の整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　本事務事業としては、効果的、効率的に実施していることから、新た

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 10,025に取り組むべき課題はありません。
県 支 出 金 千円 28,407 10,810 14,138 0 1,002
地 方 債 千円 5,430 0 0 0 8,100
そ の 他 千円 6,857 3,824 100 408 0
一 般 財 源 千円 32 51 △10,729 0 3,588

事業費 千円 40,726 14,685 3,509 408 22,715

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

佐賀利山線　　立木補償等(5件) 640,981円 立木補償により、工事着手が可能となった。
手洗線　　　　実施測量設計業務委託　　 1,969,000円 林道整備（工事）の完成・一部完成により、森林整備の効率化が図られ
　　　　　　　改良工事 L=670m　W=3.6m 12,169,000円 た。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02029 林道整備事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
森林の多面的機能を十分に発揮させるための森林整備は必要不可欠な

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
ことである。そのため、森林整備を効率的に行うことや林産物の搬出
コストの低減を図るため、林道整備（路網）を計画的に実施する必要

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 がある。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　本事務事業としては、効果的、効率的に実施していることから、新たに取り組むべき課題はありません。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　新規路線や継続路線の早期完成を行うために必要な測量設計委託、用地補償、工事等に取り組む。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02029 林道整備事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                376                209                665
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                376                209                665
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              1,969                  0              6,500
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                325                199                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0             14,050
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                198                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                641                  0              1,500
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             3,509                408             22,715計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0             10,025
県 支 出 金             14,138                  0              1,002
地 方 債                  0                  0              8,100
そ の 他                100                408                  0

一 般 財 源            -10,729                  0              3,588
計              3,509                408             22,715

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      14,685
補正予算            0      -3,942

補正第１５号            0      -3,942
県支出金 次世代ふるさとの森再生事業       14,138           0
その他 特定建設事業基金繰入金          100           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      10,743

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       14,238
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02032 企業との協働の森づくり事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 001 人と自然が共生し快適で良好な生活環境の形成 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 自然環境の保全 内線番号 ２３７１
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成19年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 森林整備事業費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　「企業との協働の森づくり事業」パートナーズ協定を結び、寄付金により市有林の整備を行うものである。

　トヨタ車体㈱と㈱トヨタ車体研究所より寄付金１００万円を寄付いただき森林整備を実施。１期（１９年度より２３年度）から２期（２４年度
より２８年度）、３期（２９年度より令和３年度）の期間において、これまで約３４haの間伐を実施しており、令和４年度からは４期目（令和４
年度より令和８年度）が始まっている。
　森林整備を行った森林は、「トヨタ車体グループの森」と名づけ、看板を設置している。また、環境啓発イベント等を開催し、森林の持つ公益
的機能や二酸化炭素吸収源としての森林の重要性を、市民と考える場として活用している。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

「企業と協働の森」の除間伐実施面積 haア 1.77 2 1.66 2 2
企業からの寄付金額 千円イ 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市有林 市有林面積 haア 2,699 2,699 2,699 2,699 2,699
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

適正に管理する。 「企業と協働の森」の施業実施面積haア 1.77 2 1.66 2 2
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　森林が持つ水源かん養、二酸化炭素の吸収・固定、土砂災害の防止などの多面的な機能を維持・増進するため、森林を適切に管理するとともに
、霧島市天降川等河川環境保全条例や関係法令等に基づき、錦江湾や河川等の水辺の自然を保全します。
　また、各種事業の実施に当たっては、計画段階において、自然環境に与える影響を予測・回避し、自然環境の保全に努めます。
　さらに、自然保護に関する各種行事や環境学習等を通して、市民や事業者の自然保護意識の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　トヨタ車体㈱と㈱トヨタ車体研究所のご厚意によって行われている本

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0事業であるが、森林整備を行った森林については、「トヨタ車体グルー
プの森」と名づけ、看板を設置することで企業のＰＲにもなっている。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0　他の企業に対しても、環境保全の企業イメージの機会としてとらえて
もらい、賛同していただけたならば、事業規模を大きくできる可能性は 地 方 債 千円 0 0 0 0 0ある。

そ の 他 千円 998 1,000 968 1,000 1,000
一 般 財 源 千円 0 0 0 0 0

事業費 千円 998 1,000 968 1,000 1,000

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

国分にある藤ケ久保市有林１．６６haにおいて、除間伐を実施した。 協定に基づく計画的かつ年次的な除間伐の実施により、市有林の健全な
・国分重久字藤ケ久保５６０１－３他１６筆 育成が図られた。
　　委託先　： 姶良東部森林組合
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02032 企業との協働の森づくり事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ ■削減できない 削減できない

■ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
トヨタ車体㈱と㈱トヨタ車体研究所からの寄付金100万円を活用して

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
森林整備を実施しており、一般財源はない。環境啓発イベントについ
ても、市民のみなさまとともに、森林への親しみや意義を考える場と

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 して大変重要な機会となっている。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　トヨタ車体㈱と㈱トヨタ車体研究所のご厚意によって行われている本事業であるが、森林整備を行った森林
については、「トヨタ車体グループの森」と名づけ、看板を設置することで企業のＰＲにもなっている。
　他の企業に対しても、環境保全の企業イメージの機会としてとらえてもらい、賛同していただけたならば、
事業規模を大きくできる可能性はある。（２）令和 5年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　引き続きトヨタ車体㈱と㈱トヨタ車体研究所のご賛同がいただければ、森林整備と環境啓発イベントの継続
を図っていく。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02032 企業との協働の森づくり事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                968              1,000              1,000
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               968              1,000              1,000計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                968              1,000              1,000

一 般 財 源                  0                  0                  0
計                968              1,000              1,000

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,000
その他 指定寄附金補正予算          968           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,000

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          968
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02033 市有林維持管理事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 001 人と自然が共生し快適で良好な生活環境の形成 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 自然環境の保全 内線番号 2373
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 森林整備事業費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　市有林を適正に維持管理するため、「市有林の間伐・下刈等の森林整備」、「市有林監視人の設置」、「市有林における支障木等の伐倒・整理
」などを行い、森林の持つ公益的機能の維持を図る。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市有林の施業実施面積 ｈａア 29.97 60 30 60 60
間伐、主伐により市有林から搬出された材積 ｍ３イ 2,635.16 3,000 5,305.95 3,000 3,000

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市有林 市有林面積 ｈａア 2,699 2,699 2,699 2,699 2,699
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

適正に管理する。 施業実施面積 ｈａア 29.97 60 30 60 60
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　森林が持つ水源かん養、二酸化炭素の吸収・固定、土砂災害の防止などの多面的な機能を維持・増進するため、森林を適切に管理するとともに
、霧島市天降川等河川環境保全条例や関係法令等に基づき、錦江湾や河川等の水辺の自然を保全します。
　また、各種事業の実施に当たっては、計画段階において、自然環境に与える影響を予測・回避し、自然環境の保全に努めます。
　さらに、自然保護に関する各種行事や環境学習等を通して、市民や事業者の自然保護意識の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　市有林の維持管理については、関係者の技術・知識の向上を図りつつ

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0、事業費の削減のために高率の補助制度の活用など、様々な取組をとお
して、適切な森林施業に取り組んでいく。 県 支 出 金 千円 31,579 29,610 20,702 39,358 30,000

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 32,924 47,131 42,392 96,717 48,000
一 般 財 源 千円 1 2,814 6,283 4,325 3,000

事業費 千円 64,504 79,555 69,377 140,400 81,000

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

①下刈　8.59ha 市有林を適正に維持管理したことにより、森林の持つ公益的機能の維持
②間伐　21.41ha が図られた。
③作業道開設　5,777ｍ
④市有林監視人による巡査報告　72回（6名）
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02033 市有林維持管理事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
事業地は市有林であり、市が適切な管理を行うことは当然の責務であ

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
るため、廃止・休止はできない。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　市有林の維持管理については、関係者の技術・知識の向上を図りつつ、事業費の削減のために高率の補助制
度の活用など、様々な取組をとおして、適切な森林施業に取り組んでいく。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　引き続き、市有林の適正な維持管理を行う。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02033 市有林維持管理事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                425                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 18                  0                  0

消 耗 品 費                 18                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費             13,394             17,314             13,000
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料             13,394             17,314             13,000
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料             42,710            106,262             55,000
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料             12,830             16,744             13,000
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                 80                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            69,377            140,400             81,000計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金             20,702             39,358             30,000
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他             42,392             96,717             48,000

一 般 財 源              6,283              4,325              3,000
計             69,377            140,400             81,000

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      79,555
県支出金 森林環境保全直接支援事業費補正予算        3,304           0
県支出金 ふるさとの森生産性強化対策事業費       17,398           0
その他 立木売払収入       42,392           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      79,555

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       63,094
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02035 森林整備事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 001 人と自然が共生し快適で良好な生活環境の形成 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 自然環境の保全 内線番号 2373
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成11年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 森林整備事業費  根拠法令・条例等 森林・林業基本法、霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　森林所有者の施業意欲の向上と健全な森林を育み、自然環境を保全することを目的として、除間伐に県の標準単価の10％、作業路等の開設に事
業費の20％、再造林に45,000円／ha（定額）、下刈に県の標準単価の10％の補助を行い、森林の適切な維持を図る。
【事業実施主体】姶良東部森林組合、姶良西部森林組合、北姶良森林組合
【事業内容】作業路等開設整備・除間伐・再造林・下刈経費に対する上乗せ補助

※令和５年度から森林吸収源対策事業（森林環境譲与税）に組替え

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

作業路等開設延長 ｍア 8,590 17,500 9,320 17,500 0
施業実施面積（除間伐・再造林・下刈） ｈａイ 378.38 350 327.38 350 0

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

民有林 森林施業計画面積 ｈａア 12,105.42 13,600 12,105.42 13,600 0
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

森林が整備される 施業実施面積／森林施業計画面積％ア 3.13 3 2.70 3 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　森林が持つ水源かん養、二酸化炭素の吸収・固定、土砂災害の防止などの多面的な機能を維持・増進するため、森林を適切に管理するとともに
、霧島市天降川等河川環境保全条例や関係法令等に基づき、錦江湾や河川等の水辺の自然を保全します。
　また、各種事業の実施に当たっては、計画段階において、自然環境に与える影響を予測・回避し、自然環境の保全に努めます。
　さらに、自然保護に関する各種行事や環境学習等を通して、市民や事業者の自然保護意識の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　研修会等を通じて技術・知識の共有を図りながら、適切な森林施業に

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0取り組んでいく。維持管理についても、引き続き適正かつ効果的に行っ
ていく。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 10,976 11,000 10,851 45,200 0

事業費 千円 10,976 11,000 10,851 45,200 0

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

①除間伐　　　　　　　78.42ha 　本事業により路網開設・除間伐・再造林・下刈経費への助成を行うこ
②森林作業道　　　　　 9,320ｍ とにより、森林所有者の負担軽減が図られるとともに、民有林の適切な
③再造林　　　　　　　 55.14ha 維持管理が図られた。
④下刈　　　　　　　　193.82ha

※令和５年度から森林吸収源対策事業（森林環境譲与税）に組替え
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02035 森林整備事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
当該事業は、森林所有者を補助対象としており、民有林の整備を通し

ＣＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
て林業振興を図っている。また、木材価格が低迷している現状におい
ては、事業の廃止や縮小を行えば施業経費がまかなえないことも想定

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 され、施業面積の減少に繋がるなど、影響は大きい。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

※森林環境譲与税税事業の見直しにより、令和５年度で森林吸収源対
策事業（森林環境譲与税）に組替えて、本事業を廃止する。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　研修会等を通じて技術・知識の共有を図りながら、適切な森林施業に取り組んでいく。維持管理についても
、引き続き適正かつ効果的に行っていく。

※令和５年度から森林吸収源対策事業（森林環境譲与税）に組替え（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　森林環境譲与税事業に移行し、引き続き、国庫や県単事業において実施される除間伐等の作業に対して、森
林環境譲与税を活用した上乗せ支援を行う。また、対象事業体を森林組合及び認定林業事業体等に広げる。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02035 森林整備事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0              5,000                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0              5,000                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0              3,000                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0              5,000                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0              4,000                  0
１６ 原 材 料 費                  0              5,000                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             10,851             23,200                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            10,851             45,200                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             10,851             45,200                  0
計             10,851             45,200                  0

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      11,000
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      11,000

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02036 森林整備地域活動支援事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 001 人と自然が共生し快適で良好な生活環境の形成 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 自然環境の保全 内線番号 2373
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成14年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 森林整備事業費  根拠法令・条例等 霧島市森林整備地域活動支援交付金交付要綱等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　木材価格の長期にわたる低迷やコストの増大等による森林所有者の経営意欲の低下、また林業従事者の減少・高齢化により林業生産活動が停滞
しており、森林施業が的確に実施されにくい状況となっている。
　そのため、森林経営計画に基づく協定を締結した山林、または今後、森林経営計画に組み込む山林などで、施業集約化の促進・作業路網の改良
活動を行った場合に、それぞれｈａあたり定額の交付金を交付し、山林の現況調査や作業路等の補修を行い、森林施業の推進を図る。

①森林経営計画作成促進　　　30,000円/ha

　※令和３年度以降、事業休止。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

支援交付金交付団体 団体ア 0 0 0 0 0
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

森林施業計画対象区域内の森林支援事業対象森林面積 ｈａア 0 0 0 0 0
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

間伐等森林整備が進む 交付対象森林面積 ｈａア 0 0 0 0 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　森林が持つ水源かん養、二酸化炭素の吸収・固定、土砂災害の防止などの多面的な機能を維持・増進するため、森林を適切に管理するとともに
、霧島市天降川等河川環境保全条例や関係法令等に基づき、錦江湾や河川等の水辺の自然を保全します。
　また、各種事業の実施に当たっては、計画段階において、自然環境に与える影響を予測・回避し、自然環境の保全に努めます。
　さらに、自然保護に関する各種行事や環境学習等を通して、市民や事業者の自然保護意識の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

令和３年度以降、森林組合からの要望がなく事業休止。

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 0 0 0 0

事業費 千円 0 0 0 0 0

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【参考 令和２年度実績】 【参考 令和２年度成果】
森林経営計画対象森林において、当該計画期間内に計画を変更し、間伐 事業により森林整備への関心が高まり、間伐や造林の促進が図られた。
を実施するために必要な森林調査等を行った。
①森林経営計画作成促進 【令和３年度以降】
　10ha    　 300,000円 ・事業休止中。

【令和３年度以降】
・事業休止中。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02036 森林整備地域活動支援事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

■ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
【参考 令和２年度】本事業を実施することにより、森林整備の重要

ＣＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
性を所有者に理解してもらい、森林経営計画（森林施業計画）への参
加を促進し、また施業の集約化を進めることで、適切な森林整備が推

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 進されるが、令和３年度については、森林組合からの要望がなく休止
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 。

【令和３年度以降】事業休止中。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
令和３年度以降、森林組合からの要望がなく事業休止。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

令和３年度以降、森林組合からの要望がなく事業休止。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02036 森林整備地域活動支援事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                 0                  0                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                  0                  0                  0
計                  0                  0                  0

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額           0
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0           0

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02040 漁業資源繁殖施設整備補助事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 生産基盤の整備 内線番号 ２３７１
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 03 水産業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 水産業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　アオリイカ、コウイカの産卵漁礁設置活動に要する経費の一部を助成し、イカの増産育成に努め、漁業者の経営安定を図る。
　補助金交付先：錦江漁業協同組合、鹿児島県漁業協同組合福山町支所

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金交付団体数 団体ア 2 2 2 2 2
投入回数（年度内） 回イ 2 2 2 2 2
イカ柴投入数 基・束ウ 76 77 60 60 60

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

海面漁業者 海面漁業者数 人ア 215 216 209 220 220
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

漁業資源が確保される 湾奥における漁獲高（6月頃判明）ｔア 157 245 0 250 250
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、施設の持続的な保全管理を行うとともに、力強い農業を支える農業生産基盤の整備に取り組みます。
　林業については、木材生産コストの低減による生産量の増大を図るため、高性能林業機械の導入促進や林道等の路網整備を図るとともに、特用
林産物の生産基盤の更なる整備を進めます。
　水産業については、水産資源の育成を図るとともに、「育てる漁業」への転換を進め、漁港や漁場の整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

漁礁設置活動は、水産資源の育成・保護を図る上で重要な取組であり、

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0また、漁業者の経営安定にも繋がる取組であることから、継続して支援
を行う必要がある。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 226 226 226 226 226

事業費 千円 226 226 226 226 226

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

①錦江漁業協同組合（補助額：４０，０００円） アオリイカやコウイカの産卵用魚礁が形成され、漁業者の経営安定が図
　場所：永浜港沖合　　設置数等：人工イカ産卵床１０基 られた。
②鹿児島県漁業協同組合福山町支所（補助額：１８６，０００円） 補助金が適正かつ効率的に活用されるように努めた。
　場所：小廻、南園、大廻沖合　　投入量等：イカ柴（雑木） ５０束
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02040 漁業資源繁殖施設整備補助事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
漁礁設置により水産資源の育成に努めることは、漁業の生産安定に繋

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
がることから、継続して取り組む必要がある。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
漁礁設置活動は、水産資源の育成・保護を図る上で重要な取組であり、また、漁業者の経営安定にも繋がる取
組であることから、継続して支援を行う必要がある。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

漁礁設置活動は、水産資源の育成・保護を図る上で重要な取組であり、また、漁業者の経営安定にも繋がる取
組であることから、継続して支援を行う。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02040 漁業資源繁殖施設整備補助事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                226                226                226
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               226                226                226計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                226                226                226
計                226                226                226

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         226
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         226

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02041 漁業資源放流支援事業（種苗放流事業）事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 生産基盤の整備 内線番号 ２３７１
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 03 水産業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 水産業振興費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　海面及び内水面漁業者が実施する種苗放流活動に要する経費の一部を助成し、水産資源の維持増大に努め、漁業者の経営安定を図る。
　補助金交付先：錦江漁業協同組合、内水面漁業協同組合協議会

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金交付団体数 団体ア 2 2 2 2 2
放流回数 回イ 14 14 18 18 18

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

海面漁業者 海面漁業者数 人ア 215 216 209 220 220
内水面漁業者 内水面漁業者 人イ 154 160 152 160 160

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

漁業者の経営が安定する 霧島市漁獲高（錦江漁協、県漁協福山支所聞
取り）養殖除く ｔア 157 245 0 250 250

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、施設の持続的な保全管理を行うとともに、力強い農業を支える農業生産基盤の整備に取り組みます。
　林業については、木材生産コストの低減による生産量の増大を図るため、高性能林業機械の導入促進や林道等の路網整備を図るとともに、特用
林産物の生産基盤の更なる整備を進めます。
　水産業については、水産資源の育成を図るとともに、「育てる漁業」への転換を進め、漁港や漁場の整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

漁業者の高齢化や水産資源の減少など、水産業を取り巻く環境は厳しい

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0状況であり、水産資源の維持増大と漁業者の経営安定を図るため放流事
業等を継続して行う必要がある。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 565 565 565 565 565

事業費 千円 565 565 565 565 565

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

①錦江漁業協同組合（補助額：２１５，０００円） 種苗を放流することで、漁業者の経営安定が図られた。また、川の資源
　場所：隼人新港　　放流数：カサゴ５，０００尾 の維持、培養に努め河川浄化の意識高揚に繋がった。
②内水面漁業協同組合協議会（補助額：３５０，０００円）
　場所：天降川・霧島川・検校川等　　放流数：稚鮎１，１８０㎏
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02041 漁業資源放流支援事業（種苗放流事業）
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
水産資源の維持増大と漁業者の経営安定を図るため、引き続き補助事

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
業を行い資源の維持・培養に努めるとともに、河川、沿岸の環境保全
についても啓発活動を実施することが必要である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
漁業者の高齢化や水産資源の減少など、水産業を取り巻く環境は厳しい状況であり、水産資源の維持増大と漁
業者の経営安定を図るため放流事業等を継続して行う必要がある。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

漁業者の高齢化や水産資源の減少など、水産業を取り巻く環境は厳しい状況であり、水産資源の維持増大と漁
業者の経営安定を図るため放流事業等を継続して行う。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02041 漁業資源放流支援事業（種苗放流事業）
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                565                565                565
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               565                565                565計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                565                565                565
計                565                565                565

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         565
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         565

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0

IP27P042



令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02042 漁業資源放流支援事業（パイロット事業）事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 生産基盤の整備 内線番号 ２３７１
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成 8年度期間
項 03 水産業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 水産業振興費  根拠法令・条例等 霧島市水産業事業補助金交付要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　海面漁業者が実施するヒラメ等の放流活動に要する経費の一部を助成し、水産資源の維持増大に努め、漁業者の経営安定を図る。
　補助金交付先：錦江漁業協同組合、鹿児島県漁業協同組合福山町支所

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金交付団体数 団体ア 2 2 2 2 2
放流回数 回イ 4 4 4 4 4

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

海面漁業者 海面漁業者数 人ア 215 216 209 220 220
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

漁業者の経営が安定する 霧島市漁獲高については、毎年８月に確定す
る。 tア 157 245 0 250 250

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、施設の持続的な保全管理を行うとともに、力強い農業を支える農業生産基盤の整備に取り組みます。
　林業については、木材生産コストの低減による生産量の増大を図るため、高性能林業機械の導入促進や林道等の路網整備を図るとともに、特用
林産物の生産基盤の更なる整備を進めます。
　水産業については、水産資源の育成を図るとともに、「育てる漁業」への転換を進め、漁港や漁場の整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

漁業者の高齢化や水産資源の減少など、水産業を取り巻く環境は厳しい

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0状況であり、水産資源の維持増大と漁業者の経営安定を図るため放流事
業等を継続して行う必要がある。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 91 91 91 91 91

事業費 千円 91 91 91 91 91

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

①錦江漁業協同組合（補助額：２５，０００円） ヒラメ、マダイを放流することで、水産資源の維持増大、漁業者の経営
　場所：隼人・国分沖合　　放流数：ヒラメ３，３００尾・マダイ２７ 安定が図られた。
，６２３尾
②鹿児島県漁業協同組合福山町支所（補助額：６６，０００円）
　場所：福山沖　　放流数：ヒラメ３，３００尾・マダイ２７，６２３
尾
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02042 漁業資源放流支援事業（パイロット事業）
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
湾奥に位置する漁場のため水質の悪化、漁業者の高齢化、水産資源の

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
減少等、漁業者を取り巻く環境は厳しい。年々資源が枯渇していく湾
奥の水産資源の維持や増大を図るため事業を継続する必要がある。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
漁業者の高齢化や水産資源の減少など、水産業を取り巻く環境は厳しい状況であり、水産資源の維持増大と漁
業者の経営安定を図るため放流事業等を継続して行う必要がある。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

漁業者の高齢化や水産資源の減少など、水産業を取り巻く環境は厳しい状況であり、水産資源の維持増大と漁
業者の経営安定を図るため放流事業等を継続して行う。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02042 漁業資源放流支援事業（パイロット事業）
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                 91                 91                 91
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                91                 91                 91計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 91                 91                 91
計                 91                 91                 91

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額          91
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0          91

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02044 水産多面的機能発揮対策事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 農山漁村の振興 内線番号 2373
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成22年度期間
項 03 水産業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 水産業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　藻場・干潟は水産資源の保護・培養に重要な役割と水質浄化等の公益的機能があり、漁業者等がその機能の維持・回復に資する保全活動を国と
地方自治体がそれぞれの役割に応じて支援する対策である。
【実施主体】錦江・福山町漁協の漁業者による組織
【交付率】２５％
【事業内容】藻場の保全活動として、アマモの移植等をおこない藻場の保全・回復と水質浄化を図る。
　交付金事業で国・県・市が地域協議会へ負担金を支出し、協議会から事業主体へ交付を行う事業である。
　この事業は、平成２５年度から水産多面的機能発揮対策事業に名称変更されて引き継がれている。

　※令和３年度以降、事業休止。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

アマモの移植 回ア 0 0 0 0 0
稚貝の放流・沈着促進 回イ 0 0 0 0 0
清掃活動 回ウ 0 0 0 0 0

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

藻場・干潟 アマモの移植及び播種面積 ㎡ア 0 0 0 0 0
藻場・干潟 稚貝の放流・沈着促進面積 ㎡イ 0 0 0 0 0

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

回復を図る 自然環境に寄与する人工藻場の面積/人工造
成計画面積 ％ア 0 0 0 0 0

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　計画的な改修や維持管理により、農地や農道、水路などの保全に努めるとともに、有害鳥獣被害の抑制や耕作放棄地の解消及び利活用、さらに
、地域資源を生かした農業体験や農家民泊などのグリーン・ツーリズムを推進することにより、農村の活性化を図ります。
　また、山村地域の環境保全の観点から再造林を推進し、森林資源の循環利用により、山村地域の経済の好循環を図るとともに、漁村地域におい
ても、特性を生かした活力ある地域づくりを展開します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　藻場の保全・回復については、向上の余地はあるが、成果がみられな

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0いことなどを理由に、事業主体である漁協から事業休止要望があり、令
和３年度以降は事業休止。 県 支 出 金 千円 0 0 125 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 0 △125 0 0

事業費 千円 0 0 0 0 0

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【参考　令和２年度実績】 【参考　令和２年度成果】
きりしま藻場守り隊 藻場の維持・管理等を続けることで、沿岸地域（隼人町小浜、国分広瀬
　藻場の保全 、敷根）の藻場の保全に努めた。
　①アマモの移植及び播種　　　　　　　　　　38人参加
　②モニタリング（事業実施後の調査）　　　　12人参加 【令和３年度以降】

・事業休止中。
【令和３年度以降】
・事業休止中。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02044 水産多面的機能発揮対策事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ □向上する余地はかなりある 影響がある

□ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
交付金事業で国・県・市が地域協議会へ負担金を支出し、協議会から

ＣＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
事業主体へ交付を行う事業であるが、藻場の保全・回復に成果がみら
れないことなどを理由に、事業主体の漁協から事業休止要望があった

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【令和３年度以降】事業休止中。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　藻場の保全・回復については、向上の余地はあるが、成果がみられないことなどを理由に、事業主体である
漁協から事業休止要望があり、令和３年度以降は事業休止。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

令和３年度以降事業休止。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02044 水産多面的機能発揮対策事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                 0                  0                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                125                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源               -125                  0                  0
計                  0                  0                  0

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額           0
県支出金 水産多面的機能発揮対策事業費補正予算          125           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0           0

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          125
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02045 水産まつり開催事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 農山漁村の振興 内線番号 ２３７１
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成元年度期間
項 03 水産業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 水産業振興費  根拠法令・条例等 霧島市水産業事業補助金交付要綱等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　水産まつりの開催を通じて、本市の水産業を広く市内外に周知するとともに、自然と人とのふれあいを深めることによって、水産資源保護・環
境保全への意識啓発を図る。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

イベント開催数 回ア 0 1 1 1 1
水産まつりの参加者数 人イ 0 60 60 100 100
設置されるコーナーの数 箇所ウ 0 5 4 7 7

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市内及び市外からの来客者 来場者数 人ア 0 2,000 1,000 2,000 2,000
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
天降川が鮎の生息する自然豊かな川である
ことを知ってもらう。

来場者（カヌー等のイベント体験等おこなっ
た小学生の数） 人ア 0 100 0 100 100

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　計画的な改修や維持管理により、農地や農道、水路などの保全に努めるとともに、有害鳥獣被害の抑制や耕作放棄地の解消及び利活用、さらに
、地域資源を生かした農業体験や農家民泊などのグリーン・ツーリズムを推進することにより、農村の活性化を図ります。
　また、山村地域の環境保全の観点から再造林を推進し、森林資源の循環利用により、山村地域の経済の好循環を図るとともに、漁村地域におい
ても、特性を生かした活力ある地域づくりを展開します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　水産まつりについては、水産業全体の振興につながる事業であること

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0から、実行委員会での協議を通して内容等の充実を図っていく。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 500 500 500 500

事業費 千円 0 500 500 500 500

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

新型コロナウイルス感染症に留意し、鮎や岩ガキ等の水産物や鮎飯の販 天候に恵まれず、思ったほど来客数は多くなかったが、水産資源等の普
売を行った。 及啓発を行うことができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02045 水産まつり開催事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
本市の貴重な水産資源を広くPRすることで地元水産物の消費拡大等も

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
図られ、水産振興に寄与している事業であることから、継続して取り
組む必要がある。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　水産まつりについては、水産業全体の振興につながる事業であることから、実行委員会での協議を通して内
容等の充実を図っていく。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　水産まつりについては、水産業全体の振興につながる事業であることから、実行委員会での協議を通して内
容等の充実を図っていく。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02045 水産まつり開催事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                500                500                500
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               500                500                500計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                500                500                500
計                500                500                500

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         500
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         500

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02046 漁港管理事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 生産基盤の整備 内線番号 ２３７１
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和28年度期間
項 03 水産業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 漁港管理費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
漁業者や遊漁船の所有者等が安全に航行できるように漁港の案内灯や漁港内のアスファルト舗装等の修繕を行う。

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市が管理する永浜漁港、国分漁港の維持管理費 千円ア 440 500 82 5,540 5,000
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

漁業者 ２漁港（国分・永浜漁港）の漁業者数人ア 44 45 38 50 50
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

安全に漁港を使用できる ２漁港の漁獲高については、例年８月に確定
するため未入力 百万ア 24 25 0 25 25

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、施設の持続的な保全管理を行うとともに、力強い農業を支える農業生産基盤の整備に取り組みます。
　林業については、木材生産コストの低減による生産量の増大を図るため、高性能林業機械の導入促進や林道等の路網整備を図るとともに、特用
林産物の生産基盤の更なる整備を進めます。
　水産業については、水産資源の育成を図るとともに、「育てる漁業」への転換を進め、漁港や漁場の整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　霧島市が管理する漁港であり、漁船やプレジャーボートが安全に航行

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0できるように、漁港施設の適正管理が必要である。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 440 130 81 5,540 5,000

事業費 千円 440 130 81 5,540 5,000

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

国分漁港の機械室ドア鍵の取替や危険表示看板の修繕（取替）を行った 漁港施設等を適切に管理したことで、漁港内の安全が図られた。
。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02046 漁港管理事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
霧島市が管理する漁港であり、漁船やプレジャーボートが安全に航行

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
できるように維持管理を継続することが必要である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　霧島市が管理する漁港であり、漁船やプレジャーボートが安全に航行できるように、漁港施設の適正管理が
必要である。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　霧島市が管理する漁港であり、漁船やプレジャーボートが安全に航行できるように、継続した漁港施設の適
正管理が必要である。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02046 漁港管理事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 81                840              5,000

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                 81                840              5,000
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0              4,700                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                81              5,540              5,000計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 81              5,540              5,000
計                 81              5,540              5,000

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         130
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0         -34
予算合計            0          96

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02047 漁港整備事業事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 生産基盤の整備 内線番号 2361
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 03 水産業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）平成27年度 ～ 令和 6年度■
目 03 漁港管理費  根拠法令・条例等 鹿児島県漁港漁場関係事業補助金交付要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市国土強靭化地域計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　永浜漁港の活性化と地震・津波対策に加え、機能充実と安全性・作業効率の向上を図るために漁港施設等を整備する。
①集落道の整備
②物揚場の整備
③船揚場の整備
④野積場の整備
⑤防波堤の改良

・令和3年度からの繰越分（13,096,000円）

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

整備漁港数 箇所ア 1 1 1 1 1
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

漁業者 整備漁港の海面漁業者数 人ア 12 13 9 9 9
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

漁業経営が安定する 漁業所得の合計については港勢調査（永浜の
属地陸揚金額より）10月頃調査 千円ア 12,000 17,000 0 17,000 17,000

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、施設の持続的な保全管理を行うとともに、力強い農業を支える農業生産基盤の整備に取り組みます。
　林業については、木材生産コストの低減による生産量の増大を図るため、高性能林業機械の導入促進や林道等の路網整備を図るとともに、特用
林産物の生産基盤の更なる整備を進めます。
　水産業については、水産資源の育成を図るとともに、「育てる漁業」への転換を進め、漁港や漁場の整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　浚渫・埋立に係る各種手続きを完了し、令和４年度実施の物揚場・船

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0揚場等の整備工事に着手する。
県 支 出 金 千円 7,834 49,733 6,548 15,700 15,000
地 方 債 千円 7,022 44,700 5,800 14,100 0
そ の 他 千円 2,147 5,000 0 1,600 0
一 般 財 源 千円 47 33 △12,348 0 15,000

事業費 千円 17,050 99,466 0 31,400 30,000

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　⑤防波堤の改良工事（既設防波堤の嵩上げ）　L=40ｍ 　既設防波堤の嵩上げ工事が完成した。また漁港施設用地利用計画の作
成及び届出を行い、公有水面埋立免許願書を出願することができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02047 漁港整備事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
防波堤の改良や物揚場等の整備に伴い、港内の安全性及び作業効率の

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
向上が図られ、漁業従事者の就労環境改善のために漁港整備に取り組
む必要がある。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　浚渫・埋立に係る各種手続きを完了し、物揚場・船揚場等の整備工事に着手する。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　船揚場・物揚場等の整備を行い、漁港整備の完了する。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02047 漁港整備事業
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0             31,400             30,000
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                 0             31,400             30,000計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金              6,548             15,700             15,000
地 方 債              5,800             14,100                  0
そ の 他                  0              1,600                  0

一 般 財 源            -12,348                  0             15,000
計                  0             31,400             30,000

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      99,466
県支出金 農山漁村地域整備交付金補正予算        6,548           0
地方債 漁港整備事業債        5,800           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0          34
予算合計            0      99,500

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       12,348

IP27P042



令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02534 森林環境譲与税事業（担い手育成・確保）事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 ２３７１
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成31年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 森林整備事業費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　森林は、人工林を中心に森林資源は充実してきており、まさに利用期を迎えているが、森林所有規模は小規模零細であることに加え、各所有地
が分散しているため、効果的な施業実施に支障をきたしている。
　このため、施業の集約化や路網の整備、高性能林業機械を活用した効果的な作業システムにより、利用期を迎えた人工林資源を有効活用し、国
産材の安定供給につなげていく必要があることから、専門的かつ高度な知識・技術・技能等を有し、間伐等の森林整備を効果的に行う事ができる
現場技能者を確保・育成するための施策を講じる。

※令和５年度から担い手確保・育成事業（森林環境譲与税）に移行

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

研修参加者日当補助　実績 人ア 16 60 3 50 50
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金の交付対象事業体数 霧島市内で、森林整備等を行う森林組合等の
認定事業体数 団体ア 9 11 11 11 11

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

現場技能者の技術向上を図る 研修参加者日当補助実績数 人ア 16 60 3 60 60
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　国や県、関係団体が行う助成事業と重複することがないよう、また、

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0現場技能者から本当に必要とされている補助ができるよう、現場とよく
意見交換等を行いながら進めていく必要がある。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 2,038 14,858 5,708 15,811 16,000

事業費 千円 2,038 14,858 5,708 15,811 16,000

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

技術・技能習得研修支援　　　　　　　　１１名 　専門的かつ高度な知識・技術・技能等を有し、間伐等の森林整備を効
研修参加者日当補助　　　　　　　　　　　３名 率的に行うことができる現場技能者を確保・育成するため、認定林業事
労働強度縮減対策等支援　 　　　　　　 ４団体 業体に対して各種支援を行った。
新規参入定住化促進事業　　　　　　　　４名
社会保険制度加入促進事業（61歳以上）　４名
※令和５年度から担い手確保・育成事業（森林環境譲与税）に移行
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02534 森林環境譲与税事業（担い手育成・確保）
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ □向上する余地はかなりある 影響がある

□ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
現場技能者の技術向上や職場環境改善を目的とした本事業に対する対

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
象事業者の期待や関心は高く、引き続き、現場と情報共有を図りなが
ら取り組んでいく。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　国や県、関係団体が行う助成事業と重複することがないよう、また、現場技能者から本当に必要とされてい
る補助ができるよう、現場とよく意見交換等を行いながら進めていく必要がある。

※令和５年度から担い手確保・育成事業（森林環境譲与税）に移行（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　専門的かつ高度な知識・技術・技能等を有し、森林整備を効果的に行うことができる現場技能者を確保・育
成するために引き続き事業を進めていく。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02534 森林環境譲与税事業（担い手育成・確保）
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                 87                137                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 48                 73                  0

消 耗 品 費                 47                 72                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  1                  1                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  4                  3                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  4                  3                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                 48                254                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              5,521             15,344             16,000
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             5,708             15,811             16,000計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              5,708             15,811             16,000
計              5,708             15,811             16,000

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      14,858
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      14,858

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02535 森林環境譲与税事業（生産基盤整備）事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 生産基盤の整備 内線番号 ２３７１
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成31年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 森林整備事業費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　平成31年４月から「新たな森林経営管理制度」が施行され、森林の適正な経営管理を自らが行うことが困難であるなどの理由から市に経営管理
が委ねられた森林については、市が経営管理権を取得した上で、森林所有者に代わり適切な経営管理を行う必要がある。このため、市は森林整備
の実施主体となり、間伐等の森林整備や路網整備を行う。
　また、災害復旧事業の対象とならない災害や適切な管理を行っているにもかかわらず発生する路盤材流失などの軽微な災害の場合、森林所有者
はもとより、市も財政面等から対応できず放置されており、適正な森林経営管理の阻害要因となるとともに、林業に対する森林所有者の経営意欲
の減退にも繋がっている。
　このため、森林の適正な経営管理の支障となり、かつ国県等の災害復旧事業等の対象とならない林道・作業道等の小規模災害復旧及び維持修繕
を行う。

※令和５年度から森林吸収源対策事業（森林環境譲与税）に移行
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

林道・作業道の維持修繕件数 件ア 1 30 7 10 10
林道・作業道の機能復旧に掛かる委託件数 件イ 0 5 2 5 5

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

林道 霧島市が管理する林道の路線数 本ア 93 92 94 94 94
林道 霧島市が管理する林道延長 ｍイ 179,887 179,247 179,663 179,663 179,663

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

適正に管理する 施業実施件数 件ア 1 35 9 15 15
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、施設の持続的な保全管理を行うとともに、力強い農業を支える農業生産基盤の整備に取り組みます。
　林業については、木材生産コストの低減による生産量の増大を図るため、高性能林業機械の導入促進や林道等の路網整備を図るとともに、特用
林産物の生産基盤の更なる整備を進めます。
　水産業については、水産資源の育成を図るとともに、「育てる漁業」への転換を進め、漁港や漁場の整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　市が経営委託を受け管理する山林については、増加し続けることが想

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0定され、業務量や予算額の増加に対して効率的な業務が求められる。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 473 13,000 8,546 0 0

事業費 千円 473 13,000 8,546 0 0

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

林道・作業道の維持修繕件数：７件 林道・作業道の維持修繕を実施したことにより、森林の適正な経営管理
林道の復旧業務委託件数：２件 を行うための基盤整備が図られた。

※令和５年度から森林吸収源対策事業（森林環境譲与税）に移行
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02535 森林環境譲与税事業（生産基盤整備）
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ □向上する余地はかなりある 影響がある

□ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
「新たな森林経営管理制度」の施行に伴い、市に森林経営を委ねる森

ＣＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
林の増加が見込まれ、市においては、間伐等の森林整備や路網整備が
いままで以上に必要になってくる。そうした際に、当該事業を活用す

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 れば、これまで予算の関係であきらめていた林道・作業道の小規模修
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 繕を行うことができるため、事業を継続することが重要である。

※森林環境譲与税税事業の見直しにより、令和５年度で森林吸収源対
策事業（森林環境譲与税）に組替えて、本事業を廃止する。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　市が経営委託を受け管理する山林については、増加し続けることが想定され、業務量や予算額の増加に対し
て効率的な業務が求められる。

※令和５年度から森林吸収源対策事業（森林環境譲与税）に組替え（２）令和 5年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　森林経営管理業務の支障となる林道・作業道等の小規模な修繕維持管理を行う。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02535 森林環境譲与税事業（生産基盤整備）
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費              6,905                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料              6,905                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                984                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                472                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                185                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             8,546                  0                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              8,546                  0                  0
計              8,546                  0                  0

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      13,000
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0         -61
予算合計            0      12,939

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02540 森林環境譲与税事業（森林整備・森林管理）事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 001 人と自然が共生し快適で良好な生活環境の形成 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 自然環境の保全 内線番号 ２３７１
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成31年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 森林整備事業費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　林業の成長産業化と森林資源の適切な管理の両立を図るため、森林の適切な経営管理に関する森林所有者の責務や市町村を介した適切な森林経
営管理の促進について規定した「森林経営管理法（「新たな森林経営管理制度）」が平成31年４月から施行された。これに伴い、森林経営計画作
成の有無やこれまでの森林経営管理の適否等を踏まえて重点地域の設定と検証を行うとともに、当該地域の森林所有者に対し、今後の森林整備の
方針や霧島市への経営管理委託の賛否等に関する意向調査を行うとともに、林業の採算性向上により森林所有者の経営管理意欲を喚起することを
目的とした市有林における主伐同時再造林や集約化間伐等により低コスト施業を実施する。

※令和５年度から森林経営管理事業（森林環境譲与税）に移行

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

森林づくり推進員活動量（R4で終了） 日ア 173 200 200 0 0
森林環境譲与税意向調査対象山林面積 ｈａイ 75 100 179.44 800 800

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市への森林経営管理委託面積 森林環境譲与税意向調査の結果、市へ森林経
営を委託した面積 ｈａア 0 8 1.38 8 8

市有林 皆伐・地拵（再造林）面積�（令和５年度か
ら市有林維持管理事業に移行） ｈａイ 6.09 7 4.24 8 8

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

適切な森林経営管理を行う 市への森林経営管理委託面積／意向調査面積％ア 0 16 0 16 16
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　森林が持つ水源かん養、二酸化炭素の吸収・固定、土砂災害の防止などの多面的な機能を維持・増進するため、森林を適切に管理するとともに
、霧島市天降川等河川環境保全条例や関係法令等に基づき、錦江湾や河川等の水辺の自然を保全します。
　また、各種事業の実施に当たっては、計画段階において、自然環境に与える影響を予測・回避し、自然環境の保全に努めます。
　さらに、自然保護に関する各種行事や環境学習等を通して、市民や事業者の自然保護意識の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　業務量及び予算額が共に多く、森林所有者との調整等によっては年度

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0内に実績が出せない（計画まで進まない）。そのため、県や森林組合等
の関係団体と情報共有を図りながら、計画的に業務を行っていく必要が 県 支 出 金 千円 2,169 4,284 0 0 0ある。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 3,191 19,950 9,079 0 0
一 般 財 源 千円 41,002 35,342 29,825 23,288 0

事業費 千円 46,362 59,576 38,904 23,288 0

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

森林環境譲与税事業意向調査業務委託（隼人町・横川町・溝辺町） 　森林所有者に対して今後の森林整備の方針や霧島市への経営管理委託
岩瀬戸市有林皆伐・再造林業務委託（２工区）２．０８ｈａ の賛否等に関する意向調査を、市内３箇所（隼人町・横川町・溝辺町）
安良山市有林皆伐・再造林業務委託（２工区）２．１６ｈａ　他 で実施し、森林管理状況ついて把握できた。

　また、皆伐・再造林事業については２箇所で計４．２４ｈａ実施する
※令和５年度から森林経営管理事業（森林環境譲与税）に移行するが、 ことで、林業の採算性向上及び、森林所有者の経営管理意欲の喚起が図
市有林の皆伐・再造林施業ついては、市有林維持管理事業に移行。 られた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02540 森林環境譲与税事業（森林整備・森林管理）
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
森林経営管理法（平成31年４月施行）に伴う、市が行うべき森林経営

ＣＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
に係る市全域での意向調査等の新たな業務のため、継続する必要があ
る。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 ※森林環境譲与税税事業の見直しにより、令和５年度で森林経営管理
事業（森林環境譲与税）等に組替えて、本事業を廃止する。

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　業務量及び予算額が共に多く、森林所有者との調整等によっては年度内に実績が出せない（計画まで進まな
い）。そのため、県や森林組合等の関係団体と情報共有を図りながら、計画的に業務を行っていく必要がある
。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
※令和５年度から森林経営管理事業（森林環境譲与税）等に組替え　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　引き続き、森林所有者に対する霧島市への経営管理委託の賛否等に関する意向調査を行い、管理が行き届か
ない森林を意欲と能力のある林業経営者に斡旋したり、市で管理実施権に基づいて整備を行う。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02540 森林環境譲与税事業（森林整備・森林管理）
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬              5,327              5,490                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                893              1,098                  0
０４ 共 済 費                917              1,105                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                955                  0                  0
０９ 旅 費                186                194                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                716                780                  0

消 耗 品 費                400                400                  0
燃 料 費                214                300                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                102                 80                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 91                 96                  0
通 信 運 搬 費                  2                 12                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                 12                  0                  0
保 険 料                 77                 84                  0

１３ 委 託 料             27,302             12,000                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費              2,516                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0              2,500                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  1                 25                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            38,904             23,288                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他              9,079                  0                  0

一 般 財 源             29,825             23,288                  0
計             38,904             23,288                  0

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      59,576
その他 立木売払収入補正予算        9,079           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0          61
予算合計            0      59,637

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        9,079
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令和 5年度 事務事業振返りシート （令和 4年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02569 森林環境譲与税事業（木材利用促進）事務事業名番号 担当課 林務水産課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 市来　秀一
施策名 001 人と自然が共生し快適で良好な生活環境の形成 グループ 林務水産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 自然環境の保全 内線番号 ２３７３
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成31年度期間
項 02 林業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 森林整備事業費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　霧島市の山林は、人工林を中心に森林資源は充実してきており、まさに利用期を迎えている。
　このため、木造建築物によるＣＯ２固定量として、住宅用建築資材としての木材利用を進め、間伐材等の地域材の更なる利用を促進し、森林の
果たす役割や森林を守り育てることの大切さに対する市民の意識の醸成を図るとともに、森林整備によるＣＯ２吸収量や木質バイオマス利用によ
るＣＯ２排出量削減を通して、環境貢献に取り組む。
　また、公共施設に木材利用PR効果が高い備品等の導入を進める。

※令和５年度から木材利用推進事業（森林環境譲与税）に移行

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

ＣＯ２吸収量 ｔア 53 100 91 100 100
ＣＯ２固定量 ｔイ 126 400 61 100 100
ＣＯ２削減量 ｔウ 1,581 1,400 1,435 1,500 1,500

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
鹿児島県が定める「かごしまＣＯ２吸収量等認
証制度実施要綱」に基づいた認証を受けた者 森林炭素マイレージ申請件数 件ア 19 50 8 20 20

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
様々な活動を通して環境に貢献する 森林炭素マイレージ事業の総量 ｔア 1,760 1,900 1,587 1,900 1,900

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　森林が持つ水源かん養、二酸化炭素の吸収・固定、土砂災害の防止などの多面的な機能を維持・増進するため、森林を適切に管理するとともに
、霧島市天降川等河川環境保全条例や関係法令等に基づき、錦江湾や河川等の水辺の自然を保全します。
　また、各種事業の実施に当たっては、計画段階において、自然環境に与える影響を予測・回避し、自然環境の保全に努めます。
　さらに、自然保護に関する各種行事や環境学習等を通して、市民や事業者の自然保護意識の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 3年度 4年度 5年度 6年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 4年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　地球温暖化対策活動の実績に応じて交付金を交付する当該事業につい

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0ては、事業を開始してから年数が浅く、まだ多くの方に認識してもらえ
ていないため、周知方法を工夫する必要がある。 県 支 出 金 千円 0 0 0 259 0　また、木材利用促進の観点から、公共施設に木材利用PR効果が高い備
品等の導入を進める。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 6,726 3,499 1,548 10,673 9,500

事業費 千円 6,726 3,499 1,548 10,932 9,500

５５..令和 4年度の実績及び成果
（１）令和 4年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 4年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　ＣＯ２吸収量　　　　９１ｔ（１件） 　地域材の利用促進、森林整備、木質バイオマス利用によるＣＯ２削減
　ＣＯ２固定量　　　　６１ｔ（８件） 等、様々な活動を通して環境に貢献した。
　ＣＯ２削減量　１，４３５ｔ（１件）

※令和５年度から木材利用推進事業（森林環境譲与税）に移行
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02569 森林環境譲与税事業（木材利用促進）
番号 事業名 担当課 林務水産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

■ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
当該事業は、県が認証したマイレージ（環境貢献度）に対して、交付

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
金業務を行うものであり、裁量性は高くはないが、事業の周知につい
ては、更なる取り組みが必要。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　地球温暖化対策活動の実績に応じて交付金を交付する当該事業については、事業を開始してから年数が浅く
、まだ多くの方に認識してもらえていないため、周知方法を工夫する必要がある。
　また、木材利用促進の観点から、公共施設に木材利用PR効果が高い備品等の導入を進める。

（２）令和 5年度の改革改善の内容
※令和５年度から木材利用推進事業（森林環境譲与税）に移行　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　引き続き事業を進めるとともに、周知を図る。

（３）令和 6年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02569 森林環境譲与税事業（木材利用促進）
番号 事業名 担当課 林務水産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 4年度（決算） 令和 5年度（当初予算） 令和 6年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0              8,187              6,000
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,548              2,745              3,500
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,548             10,932              9,500計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                259                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,548             10,673              9,500
計              1,548             10,932              9,500

令和 4年度 補正・流用状況 令和 4年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       3,499
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       3,499

           0令和 4年度当初予算には令和 3年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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